
人事行政の運営等の状況について

１１１１　　　　職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数にににに関関関関するするするする状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））

（１）職員の競争試験による採用状況 （単位：人）

（２）職員の退職状況 （単位：人）

　　

（３）職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

525人（特別職、市立病院職員は除く。）

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

（参考）　安来市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・安来市職員の勤務時間、休暇等

　　　　に関する規則、安来市職員の勤務時間に関する規程

（２）休暇・休業・休職の概要（平成２２年６月３０日現在）

給与

2        

建築（経験者） 1        -         1 -        -        -        

6 1        -        1        

建築 3        1         4 2        -        

受験者数 採用者数 

計

-        5

女性

3 -        

37

1        1        

男性

終了時刻 休憩時間

出産予定日の８週間前から出産日

まで（多胎妊娠１４週間）

出産日の翌日から８週間を経過す

る日まで

その都度必要と認める期間

自発的な社会貢献活動

種類

結核性疾患による療養

１年について５日以内ボランティア休暇

産前休暇

8:30３８時間４５分

１週間の正規の

勤務時間

１日の正規の勤

務時間

開始時刻

７時間４５分 17:15

公務災害、通勤災害による

療養

条例規則区分 内容

安

来

市

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

安

来

市

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

裁判員・証人・鑑定

人・参考人等としての

出頭

ドナー休暇 骨髄提供

妻の出産補助休暇

12：00～13：00

取得限度

年次有給休暇

１年以内

私傷病の休暇

１日２回それぞれ６０分以内の期間

１年以内で療養に必要と認める期間

結婚休暇

公務傷病等休暇

週休日、休日を除き、連続で７日以

内

産後休暇

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

産前産後休暇

4        

5        

1        

年次有給休暇

裁判員・証人・鑑定人・参

考人等としての裁判所等

への出頭

公民権の行使

私傷病の疾患による療養

結核療養者の休暇

年次有給休暇

1        

7

-        

4        -        

育児時間休暇

-        7         7

勧奨退職

９０日以内

6        

妻の出産に伴う入院等の

付添い等

３日以内

13

公民権の行使

前年繰越日数（最大２０日）＋現年

日数（２０日）

満１歳になる前日までの育

児

本人の結婚

一般事務職

保健師

男性

22 1        

5

計

技術職（土木） 5        1         

調理師

23 14

幼稚園教諭・保育士

区　　分 

5        17       

女性

-        3

自己都合

合　 　計

男性

43 96

6 4

11 3

消防職 16       -         16

合　　　　計 53 20

　人事行政の運営等の状況（別に公表済みの給与・定員管理に係るものを除く。）を次のとおり公表する。

有

　

　

給

特別休暇

病気休暇

区　　分

定年退職

27

計

10

14

30 3

17 10

女性



給与

無

　

　

給

１０日以内

７日以内

配偶者のおじ又はおば

有

　

　

給

１日

年各々１日

２週間以内で必要と認める期間

孫

兄弟姉妹

おじ又はおば

甥姪

３日以内

１日

３日以内

１日

１日

子

祖父母

５日以内

３日以内

種類

子の養育休暇

子の予防接種、健康

診断休暇

父母、配偶者、子の追悼

夏季休暇

災害による職員の現住居

の滅失又は損壊に伴う復

旧作業等

配偶者の甥姪

妊娠障害休暇 妊娠障害休暇

災害休暇

介護休暇

夏季における盆等の諸行

事、心身の健康維持・増進

等

災害において、通勤途上に

おける身体の危険回避

その他

前各号のほか任命権者が

定める事項

親族の介護を必要とする

場合

母子保健法による健診

特別休暇

配偶者の父母

配偶者の子

育児休業

育児休業

部分休業

３歳に達しない子の養育

感染症予防休暇

災害又は交通遮断等によ

る出勤困難

その都度必要と認める期間

産後休暇終了後、子が満３歳になる

日の前日まで

乳児又は幼児の予防接種

及び健康診査の介助

３歳に達しない子の養育

（勤務時間の一部）

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

当該期間内における５日の範囲内

産後休暇終了後、子が満３歳になる

日の前日までであって、１日２時間

以内

妻の出産に伴う当該出産

に係る子又は小学校就学

前の子の養育

条例規則

安

来

市

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

条

例

安

来

市

職

員

の

勤

務

時

間

、

休

暇

等

に

関

す

る

規

則

区分 内容

追悼休暇

子が１人の場合５日以内

子が２人以上の場合１０日以内

介護休暇

１日

１日

女子職員の生理日

子の看護休暇

安

来

市

職

員

の

育

児

休

業

等

に

関

す

る

条

例

・

規

則

妊娠中又は出産後１年以

内の女子職員の母子保健

法による健康診査

感染症予防のため交通を

遮断され又は隔離された

場合

生理休暇

中学校就学前の子の看護

配偶者

父母

取得限度

忌引休暇

１日

１日

配偶者の兄弟姉妹

妊娠２３週まで

　４週間に１回

妊娠２４週～３５週まで

　２週間に１回

妊娠３６週～出産まで

　１週間に１回

産後１年まで

　その間１回

（いずれも医師の特別な指示があっ

た場合はその回数を限度）とし、１回

４時間の範囲内で必要と認める時

間

その都度必要と認める日又は時間

(２日を越えない)

７月から９月までの期間内に、休日

等を除く原則として連続する３日以

内

７日の範囲内の期間

配偶者の祖父母

連続する６月の期間内において必

要と認められる期間

１人に限りその都度必要と認める時

間

市長が承認した期間

短期介護休暇

親族の介護を必要とする

場合

要介護者が１人の場合５日以内

要介護者が２人以上の場合１０日以内



３ ３ ３ ３ 職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））

（１）分限処分者数 （単位：人）

（２）懲戒処分者数 （単位：人）

４ ４ ４ ４ 職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））

（１）職員の年次有給休暇の取得状況

（注）平成２４年１月１日から平成２４年１２月３１日を対象期間としたもの。

（２）育児休業の取得状況 （単位：人）

（３）介護休暇の取得状況

（単位：人）

区分

男性職員

介護休暇取得者数

-                           

女性職員

計

1        

地方公務員法

第２９条第１項第１号

地方公務員法

第２９条第１項第２号

地方公務員法

第２９条第１項第３号

-        

-        -        

-        1        

-        

12                   

1        -        1        -        -        

-                     

-                           

-                           

育児休業期間延長の承認件数

育児休業の承認件数

計

-                      

-                      

-                      

区分 女性職員

12                   

合計

平均取得日数

C（人）  B/C（日）

全対象職員数

20,459

男性職員

合計

法令に違反した場合 -        -        -        -        

処分事由 減給 停職根拠

11.4

職務上の義務に違反し、又は

職務を怠った場合

529

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合

総付与日数 総取得日数

A（日）  B（日）

6,044 29.5%

免職

取得率

 B/A（％）

-        

-        

-        

-        2        -        

戒告

-        

-        

心身の故障の場合

刑事事件に関し起訴された場

合

2        合計

-        -        -        -        

-        -        

勤務実績がよくない場合

降任 免職根拠処分事由

地方公務員法

第２８条第１項第１号

地方公務員法

第２８条第２項第２号

2        -        

合計

-        

-        

-        -        

-        -        -        

地方公務員法

第２８条第１項第２号

又は第２項第１号

　職員は、その身分を保障されていますが、一定の事由により分限処分や懲戒処分がなされ、職を失った

り、降任されたり、給料を減額されることがあります。

　分限処分とは、公務能率の維持のために行う処分であり、懲戒処分とは、公務員の信用を失墜するなど

公務員としてふさわしくない行為があった場合に秩序維持のために行う処分です。

-        

-        

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減

少による廃職、過員を生じた場

合

地方公務員法

第２８条第１項第３号

地方公務員法

第２８条第１項第４号

-        

-        -        -        

降給休職

-        

-        

-        2        



５５５５　　　　職員職員職員職員のののの研修状況研修状況研修状況研修状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））

●基本方針

(単位：人）

職務経験等の階層別研修、実務研修等

市町村アカデミー、国際文化研修所等

人権同和研修、人事評価研修、各種専門研修、出前講座等

６６６６　　　　職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益保護利益保護利益保護利益保護のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））

（１）公務災害の認定状況

　公務中に発生した災害による傷病等に対して、地方公務員災害補償基金から一定の補償がされます。

（単位：件）

公務災害

通勤災害

（２）健康診断受診者数 （単位：人）

（３）メンタルヘルス・セクシャルハラスメントへの対応

　職員を対象として、相談窓口を設け相談を受け付けています。

（４）福利厚生制度の概要

（５）公平委員会の業務の状況

（１）勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況

平成２４年度実績 （単位：件）

（２）不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況

平成２４年度実績 （単位：件）

3,683

島根県市町村

職員互助会事業

職員の相互救済及び福利の増進を図るため、医療費給付、育児休業助成、

災害見舞金、施設利用助成を行っています。

(単位：千円）

2,550

島根県自治研修所

内容

派遣研修

区　　分

職員

研修

75

752

嘱託臨時職員健康診断

52

職員互助会事業

職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項を実施するため健康維持増

進、職員研修などの事業を行っています。

特定化合物健診

140

特

殊

健

診

-        

定期健康診断

-                           -                           

-                           -                           

　職員は、給与等勤務条件に関して当局が適当な措置を講じるよう公平委員会に要求することができます。

　職員は、懲戒その他の意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申し立てをすることができます。

継続件数 要求件数

継続件数 不服申立て件数

　職員は、任用・給与・勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する苦情の申出及び相談を公平

委員会等にすることができます。

健康診断の種類  受診者数（延人数）

内部研修

人数

人間ドック

頸肩腕健診

184

4

35

333

指曲がり症健診

傷病 死亡公務災害の種類

　職員一人一人の資質のより一層の向上を図り、その有している可能性・能力を最大限引き出し、情報資源も活用

しながら行政活動を展開していくことが必要です。こうした視点に立ち、長期的かつ総合的な観点で職員の能力開

発を効果的に推進するため、安来市人材育成基本方針を策定し、これを基に研修に取り組んでいます。

103

新規認定件数

-         

-         4        


